株式会社カミテの事例紹介
株式会社カミテでは、認定を企業戦略の一環としてとらえ、行動計画策定・届出が努力義務となっている規模（労働者数３００人以下）の企業ながら、行動計画策定当初から認定を目指した取組を実施してきた。認定後は、「認定マーク」を名刺や封筒などに印刷して、企業のイメージアップに役立てるとともに、将来的に、自社製品を開発した場合に、マークを付して製品を市場に提供することを検討している。

◆企業概要

　　　企業名　：　株式会社　カミテ

　　　代表者職氏名　：　代表取締役社長　上手康弘

　　　所在地　：　秋田県鹿角郡小坂町

　　　業種　：　プレス金型設計・製作及びプレス加工業

　　　労働者数　：　３０人（男性１５人、女性１５人）
◆行動計画策定・実施の内容
行動計画期間を２年とし、①男女の育児休業の取得促進　②法を上回る子の看護休暇制度導入　③年次有給休暇の取得促進　④事業所内託児所の育児サークルへの開放　の４つの目標を定め、積極的に取り組んできた。その結果、すべての目標を達成することができた。







◆行動計画策定・実施の成果
　従業員のニーズに基づき制度を充実したことで、モチベーションが高まり、その結果ＩＳＯで設定した不良品発生率５０ＰＰＭ（１００万個のうち５０個）以下という目標を大幅に上回る品質を維持している。取引先からの信頼は非常に高く、近年も受注が増加している。

◆認定要件の一つである「男性の育児休業取得者」のコメント

　育児休業の取得を決意したのは「子育ては良い経験になるから」という社長の言葉で決めた。自分が休むことで、仕事上の影響を心配したが、上司や社員全員の協力でカバーできた。

　実際の育児は大変なこともあったが、子供の寝顔等それを吹き飛ばす喜びがあった。また、復職後も子育てに積極的に参加することで、残業をしないよう時間配分を考えながら仕事をするようになり、仕事の能率アップにもつながった。

　他の会社でも育児休業等制度の充実に取り組むことが、男性の育児参加にもつながるし、従業員の意識・能力の向上にもつながっていくと思う。






株式会社カミテ　行動計画


１．計画期間　平成１７年４月１日～平成１９年３月３１日


２．内　　容


　　











＜対策＞・平成１７年４月　育児休業対象者がでた時点で、育児休業推進チームを設置し、業務内容、　業務体制の見直しや代替要因の確保など育児休業を取得しやすい環境作りを行う。


・育児休業対象者に対し、取得事例を交えた講習会を行う。


　　











＜対策＞・平成１７年４月～　労働者の具体的ニーズの調査


　　　　・平成１７年６月迄　日数など制度の詳細に関する検討


・平成１７年７月～　回覧、掲示板を活用した周知、制度の実施














＜対策＞・平成１７年４月～　回覧、掲示板等を活用した目標及び取得率の周知、従業員への有給休暇使用日数及び残日数の連絡











＜対策＞・平成１７年６月迄　地域育児サークルへのニーズ調査


　　　　・平成１７年７月　　事業所内託児所の開放





目標１　計画期間内に、育児休業の取得状況を次の水準以上にする（中小事業主特例を含む）


　　　　　　　男性社員・・・取得率２０％以上　　女性社員・・・取得率１００％





目標２　平成１７年７月までに看護休暇制度を充実させる。


現行の小学校就学前までの子に対する制度の範囲を広げ高校卒業前までにする。





目標３　計画期間内に、有給休暇の取得状況を次の水準以上にする。


　　　　取得率・・・６０％








目標４　計画期間内に、事業所内託児所を地域の育児サークルに対し開放する。





行動計画取組結果


１．育児休業取得率　男性６６．６％、女性１００％を達成。


２．法を上回る看護休暇制度を平成１７年７月１日から実施。


　　











３．計画期間内の年次有給休暇の取得率　６１．０％を達成。


４．事業所内託児所を地域の育児サークルに開放　平成１８年２月２０日（月）に実施。





＜制度の内容＞


病気等の子の世話をするために、次のとおり子の看護休暇を取得することができる。


①小学校就学前までの子一人につき年５日に相当する勤務時間


②小学校から高校卒業前までの子を養育する労働者一人につき年２日に相当する勤務時間


　給与等の取り扱いは、通常の勤務をしたものとみなす。
































